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様式９（添付１－３） 

 

 

令和６年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 
（Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

事業内容報告書の概要 
地方公共団体名【鈴鹿市】 

 

令和６年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制（運営協議会・連絡協議会の構成員等） 

○ 運営協議会 

教育委員会事務局内に鈴鹿市日本語教育支援プロジェクト会議を設置している。構成員は、教育長、

次長、参事、関係課長、外国人児童生徒等在籍校校長代表、日本語教育担当者代表となっている。 

○ 連絡協議会 

各小中学校に多文化共生教育担当・日本語教育担当を置き、日本語教育担当者会議を実施してい

る。さらに、外国人児童生徒等の在籍数が多く、国際教室が設置されている学校を中心とした日本語教

育担当者ネットワーク会議を設置している。 

２．具体の取組内容  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

（１） 地域の外国人児童生徒等指導体制の推進に係る運営協議会・連絡協議会の設置・運営 

本年度は日本語教育支援プロジェクト会議を３回行った。年度当初の第１回日本語教育支援プロジェクト会議では、

本年度の重点取組を確認し、第２回の会議では取組報告、学力学習状況調査の結果を分析した。また、第３回の会議

では本年度の成果を検証し、来年度の鈴鹿市における日本語教育の方向性について話し合った。 

年度当初に、市内全小中学校の日本語教育担当者を対象に会議を開き、「鈴鹿市日本語教育ガイドライン」に基づ

いた、鈴鹿市の日本語教育の基本的な方針の確認や外国人児童生徒等の受入体制づくり、日本語指導体制づくりに

ついて確認した。また、外国人児童生徒等が多数在籍する学校を中心とした日本語教育担当者16校（小学校11校・

中学校５校）によるネットワーク会議を年間５回開催し、プロジェクト会議で決定した本年度の鈴鹿市の日本語

教育取組の方向性や先生方のニーズを基に研修を進めた。 

（２） 学校における指導体制の構築 

鈴鹿市では拠点校方式ではなく、各学校への担当教員や支援員の配置を通して指導体制の構築をしている。外国

人児童生徒等の在籍が多い学校には、国際加配の教員が配置され、国際教室も設置されている。また、人数に応じて

国際加配の非常勤を配置し、日本語指導を実施している。国際教室が設置されている学校の担当者で集まる日本語

教育担当者ネットワーク会議を中心に、日本語指導の実践を発信した。また、夏季研修講座では、先生方のキャリアス

テージやニーズに合わせた２つの研修を行った。１つ目は、「日本語教育はじめの一歩」をテーマにこれまで本市が

大切にしてきた「JSL バンドスケール」についてや個人票・個別の指導計画の書き方、外国人児童生徒等を支援する際

に大切なことを考えた。２つ目は、文部科学省外国人児童生徒等教育アドバイザーである甲府市立大国小学校教諭の

今澤悌先生を講師に招き、「在籍学級での日本語支援」をテーマに研修を行った。今澤先生からはたくさんの実践事

例が紹介され、実際に模擬授業も行いながら、日本語指導が必要な児童生徒にどのような支援を行っていくかを教え

ていただいた。 

（３） 「特別の教育課程」による日本語指導の実施 

平成26年度から日本語指導が必要な児童生徒が在籍する学校で、「特別な教育課程」による日本語指導を実施して

いる。令和６年度は、小学校：277人（25校）、中学校：81人（９校）で、「特別の教育課程」による日本語指

導を実施した。（令和７年１月１日現在） 

外国人児童生徒等が少数在籍する小中学校に日本語指導講師を派遣し、日本語指導が必要な児童生徒に「特別の

教育課程」による日本語指導を実施した。１学期に外国人児童生徒等の個別の指導計画を作成し、手立てについて考

え、個に応じた指導・支援を実施し、３学期に評価と考察を行い次年度へ引継ぎをしている。 

（４） 成果の普及  

鈴鹿市での外国人児童生徒等への日本語教育についてまとめた「日本語教育ガイドライン」を基に、日本語教育担

当者を中心に外国人児童生徒等への受入体制づくりや日本語指導体制づくりについて周知を行った。 
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「特別の教育課程」による日本語指導の実施や校内での運用や日本語指導の充実に向けて、国際教室の設置され

ている16校の国際教室担当者を中心に、日本語教育担当者ネットワーク会議を年間５回開催し、各校が日本語教育の

取組について実践発表を行い、外国人児童生徒等が日本語で学習に参加する力を育てるための授業づくりについて

情報交換を行った。 

また１月には、市内小中学校の日本語教育担当者・多文化共生教育担当者・外国人教育指導助手・日本語指導講師

を対象に「多文化共生教育実践ＥＸＰＯ」を実施した。代表の２校が、校内で行った多文化共生教育の実践や日本語教

育の実践について発表した。市内47名の教職員が参加した。 

（５） 学力保障・進路保障 

10月に、中学1～3年生の外国人生徒・保護者を対象に三重県教育委員会高校教育課と近隣の高等学校計11校が参

加し、5言語（ポルトガル語・スペイン語・タガログ語・英語・中国語）の通訳をおいて進路ガイダンスを実施した。高等学

校の教員と三重県教育委員会高校教育課担当者より日本の高校入試の仕組みについての説明や各校の高校の特色

について紹介を行い、24名の生徒とその保護者36名が参加した。 

また、高校の紹介資料を５言語（ポルトガル語・スペイン語・タガログ語・英語・中国語）に翻訳し、希望する市内の中学

生に配布した。 

本市では、日本生まれ日本育ちの外国人児童生徒等が増えてきているが、日常会話の日本語ができ

ても学習内容を理解する日本語能力が十分に育っていない子どもが多数いる。日本語での学習を進める

にあたって、よりきめ細かな指導や支援が必要であるため、在籍学級の担任や教科担当の教員と共に、わ

かりやすい授業づくりに向けて研修を深めていく必要があると考えた。そこで、本年度「在籍学級での日本

語支援」を本市の日本語教育の重点取組の一つとし、日本語教育支援プロジェクト会議のプロジェクト校

で様々な実践を行った。 

（６） 小学校入学前の幼児や保護者を対象としたプレスクール 

12月に、外国人幼児とその保護者を対象に「就学ガイダンス・プレスクール」を鈴鹿市内の小学校を会場に開催し、４

名の幼児とその保護者７名が参加した。幼児向けに、学校生活の体験活動や学校見学などを行い、保護者はその様

子を参観した。また、保護者向けに、小学校入学に関わる相談会を行った。相談会には、参加申し込みのあった３言語

（ポルトガル語・スペイン語・英語）の通訳が参加し、保護者に母語でのサポートを行った。 

（７） ICTを活用した教育・支援 

児童生徒１人１台端末が配付され、全教室にプロジェクターも配置されたことから、国際教室でもそれらの機器を活

用している。写真を見せたり、動画を見せたりする等、視覚的な支援として有効活用できている。また、分からない言葉

を母語から日本語に翻訳するアプリを使用したり、自国の文化をクラスの仲間に伝えるために写真や動画を使って文

化紹介資料を作ったりする等、活用の幅も広がっている。さらに、２校の学校をオンラインでつなぎ、国際教室の児童

が国語の学習で学んだことを、相手の学校の児童に紹介し、互いに交流する取組もあった。 

（９） 日本語力測定方法等を活用した実践研究の実施 

年度当初に、各小中学校の日本語教育担当者に、ＪＳＬバンドスケールによる日本語力把握の方法について周知し、

各学校でＪＳＬバンドスケールによる日本語の発達段階の把握を実施している。日本語指導の取り出しの基準として用

いたり国際教室の授業では、児童生徒のバンドスケールを基に授業内容を考えたりしている。 

（10） 日本語指導ができる、又は児童生徒の母語が分かる支援員の派遣 

中国語・英語のできる就学促進員３名をそれぞれ１日３～４時間（週３～５日）市内の小中学校に派遣し、保護者の相

談や翻訳支援、子どもの適応支援、初期の日本語支援等を行い、外国人児童生徒の就学の促進を図った。 

また、教員免許を有する日本語指導講師を８名雇用し、国際教室の設置されていない学校を中心に日本語指導を

行った。年度途中に、初期の日本語指導を必要とする児童生徒が国際教室未設置校に編入した際には、その学校に

日本語指導講師を配置し日本語指導を行った。 

３．成果と課題  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

（１） 地域の外国人児童生徒等指導体制の推進に係る運営協議会・連絡協議会の設置・運営 

   日本語教育支援プロジェクト会議では、今後の鈴鹿市の日本語教育の目標や課題について話し合いを行うこ

とで、今後の方針が明確になった。 

毎年、年度初めの日本語教育担当者会議で、市内全小中学校の日本語教育担当者を対象に、鈴鹿市の日本

語教育のあり方について確認することで、外国人児童生徒等に対して、ＪＳＬバンドスケールを活用した日本語指

導について計画実施することができている。また、日本語教育担当者ネットワーク会議でも、各校の日本語指導

体制や日本語指導における状況について情報交換を行い、自校の校内体制づくりに活かせるようにした。 
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（２） 学校における指導体制の構築  

「鈴鹿市日本語教育ガイドライン」を基に、鈴鹿市の日本語教育の基本的な方針の確認や外国人児童生徒等

の受入体制づくり・日本語指導体制づくりについて日本語教育担当者会議で確認し、それを校内の支援体制づ

くりに生かしてしている。また、校内においては、学校の状況に応じて国際教室運営会議や国際理解部会などを

設置し、外国人児童生徒等教育について情報交換を行うことができた。 

国際教室における日本語指導について、国際教室が設置されている16校の担当者を中心に、日本語教育担

当者ネットワーク会議を５回実施した。 

多文化共生教育実践ＥＸＰＯでは、市内小中学校の代表として２校が、自校の多文化共生教育と日本語教育の

取組について発表した。市内47名の教職員が参加し、各校の実践を通して、多文化共生における仲間づくりに

ついて学ぶことができた。 

（３） 「特別の教育課程」による日本語指導の実施  

   本市には日本語指導が必要な外国人児童生徒等は40校中35校に在籍している。（令和７年1月1日現在）令和６

年度も、国際化対応加配教員と日本語指導講師を配置し、「特別の教育課程」による日本語指導を実施すること

ができた。 

市内小中学校で、在籍学級での指導、支援を含めて個に応じた指導計画を１学期に作成し、目標や指導の手

立てについて協議することができた。また、作成した個別の指導計画に基づいて実践を行い、年度末に日本語

指導の学習評価を行った。日本語指導において大切にしたい観点を校内で共有することができた。 

（４） 成果の普及  

４月に、鈴鹿市内の全小中学校の担当者を集めた日本語教育担当者会を実施し、「鈴鹿市日本語教育ガイドラ

イン」を基に、各学校でどのように日本語指導に取り組んでいくかの指針を共有することができた。 

１月には、市内小中学校の日本語教育担当者と多文化共生教育担当者を中心に、各校の多文化共生教育の

実践を交流する「多文化共生教育実践ＥＸＰＯ」を開催した。学校全体で多文化共生教育に取り組んだ小学校１校

と、中学校区で多文化共生について考えた中学校１校の計２校での多文化共生教育の実践を発表し、参加者が

自校の多文化共生教育に活かせるように交流を行った。また、各小中学校の多文化共生教育の取組をレポート

にして配布資料とし、次年度の多文化共生教育実践に活かせるようにした。 

（５） 学力保障・進路指導   

  10月に、中学１～3年生の外国人生徒・保護者を対象に三重県教育委員会高校教育課と市内の高等学校及び

近隣の高等学校計11校が参加し、進路ガイダンスを実施した。24名の生徒とその保護者36名が参加した。ガイ

ダンスでは、５言語（ポルトガル語・スペイン語・タガログ語・英語・中国語）の通訳も参加し、生徒・保護者へのサポ

ートを行った。第１部では、県の教育委員会高校教育課の担当者から、日本の高校入試についての説明をして

いただいた。その後、卒業生外国人生徒２名から中学校生活でがんばったことや高校生活についてのスピーチ

を聞いた。さらに、大学院生にもスピーチを依頼し、高校進路選択についてや、将来の夢についてスピーチを

聞いた。第２部では、参加者が高等学校のブースを回り、学校の特色を聞いたり、質問をしたりすることができた

。 

 在籍学級での日本語支援を日本語教育支援プロジェクト会議のプロジェクト代表校で様々な実践を行っ

たことで、在籍学級での日本語支援の重要性、有効な支援方法等を確認することができた。 

（６） 小学校入学前の幼児や保護者を対象としたプレスクール 

   12月に、外国人幼児とその保護者を対象に「就学ガイダンス・プレスクール」を鈴鹿市内の小学校を会場に開

催し、４名の幼児とその保護者７名の参加があった。幼児向けに、学校生活の体験活動や学校見学などを行い、

保護者はその様子を見学した。また、保護者向けには、小学校入学に関わる相談会を行った。相談会には、３言

語（ポルトガル語・スペイン語・英語）の通訳も参加し、保護者に母語でのサポートを行った。保護者からは、入学

に向けて準備するものについての質問があり、小学校入学に向けて充実した会となった。 

（7） ICTを活用した教育・支援 

   児童生徒1人1台端末が配付され、全教室にプロジェクターも配置されたことから、国際教室でもそれらの機器

を活用している。写真を見せたり、動画を見せたりする等、視覚的な支援として有効活用できている。また、分か

らない言葉を母語から日本語に翻訳するアプリを使用したり、自国の文化をクラスの仲間に伝えるために写真や動画

を使って文化紹介資料を作ったりする等、活用の幅も広がっている。さらに、２校の学校をオンラインでつなぎ、国

際教室の児童が国語の学習で学んだことを、相手の学校の児童に紹介する取組もあった。 

（９） 日本語能力測定方法等を活用した実践研究の実施 

   ＪＳＬバンドスケールを活用して外国人児童生徒等の日本語力を把握することにより、校内の指導体制づくり、

個に応じた指導・支援に活かすことができた。市内全体でＪＳＬバンドスケールが浸透しており、授業づくりを行う

際や、市内公立小中学校での転校・進級の際にも、引継ぎを行い継続的な支援をすることができた。また、本年

度は、初めてＪＳＬバンドスケールについて知る教員や、外国人児童生徒等の指導に携わったことのない教員も
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いることから、夏季研修講座の中でＪＳＬバンドスケールによる測定の目的、方法についての研修を行った。 

（１０） 日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣 

母語の分かる支援員を派遣することで、日本語の分からない外国人児童生徒の困り感に寄り添った支援をす

ることができた。また、教師や友だちとの関わりを言葉によってつなぐ役割もすることができた。初めは日本語が

まったく分からなかった児童生徒も学校生活に慣れていくにつれ、教師や友だちと徐々に日本語で関わること

ができるようになった。さらに、学校の先生と保護者との話し合いを母語の分かる支援員が通訳したり、大事な手

紙を翻訳したりすることで保護者も日本の学校の仕組みや行事がよく分かり、 安心して日本の学校に通わせら

れることにつながっている。 

   国際教室の加配のない学校に日本語指導講師を派遣した。日本語指導が必要な児童生徒等に個別の発達段

階に応じた日本語指導を行うことができた。児童生徒一人一人の日本語の状況の課題と学習の成果を日誌で報

告し、その後の学習内容を相談し、実践することで、個々の日本語の力を伸ばすことにつながった。 

本事業で対応した幼児・児童

生徒数 

 

幼稚園等 小学校 中学校 
義務教育 

学校 
高等学校 

中等教育 

学校 

特別支援 

学校 

  4 人 

（  4園） 
277 人 

（  25校） 
   81 人 

（  9校） 

      

人 

（   校） 

      

人 

（   校）  

      

人 

（   校） 

 

人 

（   校） 

 

うち、特別の教育課程で指導

を受けた児童生徒数 
 

277 人 

（  25校） 
   81 人 

（  9校） 

      

人 

（   校） 
 

      

人 

（   校） 

 

      

人 

（   校） 
 

 

人 

（   校） 

 

４．その他（今後の取組予定等） 

・ 「特別の教育課程」による日本語指導を充実させるために、ＪＳＬバンドスケールを活用して外国人児童生徒の

日本語の発達段階を把握し、それに基づいた個別の指導計画を作成し、個に応じた支援を行っていく。 

・ 多様な背景をもつ外国人児童生徒等が増加してきているため、一人ひとりの日本語能力に応じた教材や活動

を考えながら、学力保障につながる日本語指導について実践研究をする必要がある。 

・ 日本語教育担当者ネットワーク会議を中心として、日本語指導担当者の研修をさらに継続していく。また夏季

研修講座や多文化共生教育実践ＥＸＰＯなどの研修会では、市内の全小中学校に参加を促し、実践例を学ぶ機

会を設けると共に自校の日本語教育を発信する機会も作っていく。 

・ 児童生徒の多国籍化が進み、多くの言語による支援が必要となってきている。また、市内の小中学校に分散

して在籍する傾向にあり、きめ細かな日本語指導や支援のためには人的支援が必要であるため、少数言語の母

語支援員の派遣をしていく。多言語翻訳機や多言語通訳タブレットなどのICT機器も活用していく。 

・ 学校のICT活用と連携して、国際教室でもICTの効果的な活用を進めていく。写真を見せたり、動画を見せた

りするなど視覚的な支援やインターネットを使った調べ学習など、1人1台端末を活用し、外国人児童生徒等の学

習に活かしていく。また、他校の国際教室や学級とリモートで学習交流を行うなど、小中学校の連携や多文化理

解につなげていくなど学校間の連携をさらに進めていく。 

・ 在籍学級での日本語支援について、有効な支援方法、日本語支援でのポイントをまとめ、市内どの学校でも

一定水準の日本語支援が行えるよう、実践的な研修を進めていく必要がある。 

※ 枠は適宜広げること。（複数ページになっても差し支えない） 成果物等があれば別途提出すること。 

※ 事業内容報告書の概要は、担当者・連絡先欄を除き、様式９（添付１）の５．成果イメージ資料のポンチ絵と

併せて、文部科学省ホームページで公開する。 


